
岳南排水路管理組合議会定例会開催
―令和２年２月７日―

令和２年度組合会計予算が決まりました

令
和
２
年
度
会
計
予
算

　

令
和
２
年
度
管
理
組
合
会
計
予
算

は
、
前
年
度
と
比
較
し
て
１
，

０
０
０
万
円
（
１・
６
％
）
減
額
の

６
億
１
，０
０
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
使
用
料
は
、
前
年
度

に
比
べ
て
１
，８
７
０
万
円
（
４
・

２
％
）
減
額
の
４
億
３
，０
４
４
万

円
を
見
込
み
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
歳
入
は
、
基
金
か
ら
の

繰
入
金
を
１
億
３
０
０
万
円
、
前
年

度
か
ら
の
繰
越
金
を
３
，０
０
０
万

円
、
基
金
運
用
利
子
な
ど
を
４
，

６
５
６
万
円
と
し
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、
総
務
運
営
に
関
す
る
費

用
に
１
億
４
，０
３
７
万
円
、
管
路

施
設
に
関
す
る
費
用
に
３
億
６
，

９
０
２
万
円
、
ポ
ン
プ
場
施
設
に
関

す
る
費
用
に
４
，６
３
６
万
円
、
排

水
調
査
に
関
す
る
費
用
に
２
７
５
万

円
。
ま
た
、
災
害
復
旧
に
備
え
た
基

金
な
ど
の
運
用
益
金
と
積
立
金
を
５
，

１
５
０
万
円
と
し
ま
し
た
。

新
年
度
の
主
な
事
業

�

（
下
表
を
参
照
）

保
全
対
策
事
業
（
管
渠
施
設
）

　

岳
南
１
号
第
７
排
水
路
詳
細
設
計

業
務
委
託
は
、
管
路
の
ダ
ウ
ン
サ
イ

ジ
ン
グ
を
図
る
た
め
に
行
う
実
施
設

計
業
務
で
す
。

　

管
渠
更
生
工
事
は
、
老
朽
化
し
た

管
渠
施
設
の
更
生
と
耐
震
化
を
図
る

も
の
で
、
５
路
線
９
箇
所
を
施
工
し

ま
す
。
９
箇
所
の
管
径
は
９
０
０
㎜

か
ら
１
，８
０
０
㎜
で
、
施
工
延
長

の
合
計
は
４
６
５
ｍ
と
な
り
ま
す
。

保
全
対
策
事
業
（
ポ
ン
プ
場
施
設
）

　

今
泉
ポ
ン
プ
場
受
電
盤
保
護
継
電

器
更
新
工
事
は
、
場
内
の
電
気
設
備

に
発
生
し
た
故
障
個
所
を
検
出
し
、

他
所
へ
の
波
及
を
最
小
限
に
抑
え
る

た
め
に
遮
断
器
を
動
作
さ
せ
る
保
護

継
電
器
の
更
新
工
事
を
行
う
も
の
で

す
。

令
和
元
年
度
会
計
補
正
予
算

　

令
和
元
年
度
管
理
組
合
会
計
補
正

予
算
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
，

５
５
８
万
１
千
円
減
額
し
、
総
額

６
億
１
，２
７
０
万
７
千
円
と
し
ま

し
た
。

　

歳
入
は
使
用
料
及
び
基
金
繰
入
金

の
減
額
、
歳
出
は
施
設
改
良
費
及
び

予
備
費
の
減
額
な
ど
で
す
。

監
査
委
員
に
関
す
る

条

例

の

制

定

　

地
方
自
治
法
の
改
正
に
よ
り
、
監

査
制
度
の
充
実
強
化
と
し
て
、
令
和

２
年
４
月
１
日
よ
り
監
査
委
員
は
、

監
査
基
準
に
従
い
監
査
等
を
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
さ
れ
、
か
つ
、

監
査
基
準
を
定
め
た
と
き
は
、
こ
れ

を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の

と
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
こ
と
か
ら
、

監
査
委
員
の
行
う
告
示
及
び
公
表
に

関
す
る
事
項
の
ほ
か
、
監
査
委
員
の

事
務
処
理
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を

定
め
る
た
め
の
条
例
制
定
で
す
。

職
員
定
数
条
例
等
の
一
部
改
正

　

地
方
公
務
員
法
及
び
地
方
自
治
法

の
一
部
改
正
に
よ
る
、
会
計
年
度
任

用
職
員
制
度
の
創
設
等
に
伴
い
、
９

件
の
条
例
を
一
括
し
て
改
正
し
ま
し

た
。議

会
の
議
決
及
び
同
意

を
要
す
る
契
約
、
財
産

の
取
得
又
は
処
分
、
賠

償
責
任
の
免
除
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
改
正

　

地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
引

用
条
項
を
改
め
る
も
の
で
す
。

専
決
処
分
の
報
告
に
つ
い
て

　

損
害
賠
償
の
額
の
決
定
及
び
和
解

の
専
決
処
分
に
つ
い
て
報
告
し
ま
し

た
。

岳南排水路管理組合ホームページ� http://gakunan-haisuiro.jp/

　令和２年２月７日（金）午前１０時から管理組合庁舎２階会議室にお
いて、岳南排水路管理組合議会定例会を開催しました。
　上程した議案は、令和２年度会計予算と令和元年度会計補正予算、
条例制定１件、条例改正２件の計５件です。また、専決処分１件につ
いて報告しました。
　管理者は大綱説明に先立ち、「岳南地域の製紙業界は、生活必需品
である家庭紙は安定した状況を維持している一方、電子媒体の広がり
から、新聞などの印刷物は依然として厳しい状況にある」とし、「プ
ラスチックの代替素材のように、各分野で紙の特性がこれまで以上に
活かされ、地域産業のさらなる発展に繋がることを願いつつ、引き続
き施設の維持管理に最善を尽くしてまいりたい」と挨拶しました。

令 和 ２ 年 度 予 算

歳入
使用料（岳南排水路使用料など） 4億3,044万円
繰入金（基金からの取りくずし金） 1億300万円
繰越金（前年度からの繰越金） 3,000万円
財産収入（基金運用利子など） 4,656万円

計 6億1,000万円

歳入（6億1,000万円）

繰入金
17％ 使用料

70％

繰越金
5％

財産収入
8％

歳出
総務運営に関する費用 1億4,037万円
管路施設に関する費用 3億6,902万円
ポンプ場施設に関する費用 4,636万円
排水調査に関する費用 275万円
積立金（災害復旧や退職手当に備えた積立金に） 5,150万円

計 6億1,000万円

歳出（6億1,000万円）

ポンプ場施設に
関する費用
8％

総務運営に
関する費用
23％

管路施設に
関する費用
60％

排水調査に関する費用
1％

積立金
8％

管理者（富士市長　小長井 義正）大綱説明

新年度の主な事業
事業名 施行箇所 事業概要

 保全対策事業（管渠施設）
　　 岳南1号第7排水路詳細設計業務委託  富士市伝法地先  管路施設実施設計業務　一式
　　 管渠更生工事（5路線　9箇所）
　　　　　 岳南1号第1排水路（5箇所）  富士宮市田中町地先ほか  φ900㎜～φ1,800㎜� 276m
　　　　　 岳南1号第7排水路（1箇所）  富士市伝法地先  φ1,350㎜� 39m
　　　　　 岳南2号第1排水路（1箇所）  富士市今泉地先  □・1,700㎜×1,500㎜� 37m
　　　　　 岳南2号第5排水路（1箇所）  富士市新橋町地先  φ1,200㎜� 53m
　　　　　 岳南3号第1排水路（1箇所）  富士市今泉地先  φ1,500㎜� 60m
 保全対策事業（ポンプ場施設）
 　　今泉ポンプ場受電盤保護継電器更新工事  富士市今泉654-1  保護継電器更新　1台
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令和２年３月１日現在　使用工場数87工場（うち休止工場13工場）

令和２年度　夏の点検調査及び集中工事の日程が決まりました

　令和２年度、夏の点検調査及び集中工事に伴う工
場排水流入禁止日程が決まりましたのでお知らせし
ます。
　工場排水流入禁止期間は７月２７日（月）午前５時
から７月３１日（金）午後５時までです。
　使用者の皆様や地域の皆様におかれましては、ご
理解とご協力のほど、よろしくお願いいたします。

許可排水量の増量と新規使用工場の受付をしています。
許可排水量の増量、または岳南排水路の使用を検討している方は、
岳南排水路管理組合総務課業務係へご相談ください。

T E L：0545-51-2667
F A X：0545-51-2676
MAIL：ex-gakuhai@div.city.fuji.shizuoka.jp

工場排水流入禁止日程（工場別） ※使用工場名は令和２年３月１日現在のものです。

地区 路線 工　場　名

富
　
　
士
　
　
宮

1‐1 森永乳業㈱富士工場

〃 コアレックス信栄㈱

〃 エリエールペーパー㈱
富士宮工場

〃 マスコ－製紙㈱

〃 ㈱ニッピ富士工場

〃 東京製紙㈱

〃 太洋紙業㈱

〃 高尾製紙㈱
本社工場

鷹
　
　
　
　
　
岡

1‐1 丸富製紙㈱富士根工場

〃 西山工業㈱

〃 トーヨーカラー㈱
富士製造所

〃 天間特殊製紙㈱

〃 王子キノクロス㈱
富士工場

〃 丸井製紙㈱
板紙工場

1‐2 丸井製紙㈱
家庭紙工場

1‐3 富士里和製紙㈱

地区 路線 工　場　名

鷹
　
　
　
　
　
岡

1‐4 北越東洋ファイバー㈱
静岡工場富士工務部

〃 富士共和製紙㈱

〃 三和製紙㈱

〃 エリエールペーパー㈱
富士工場久沢事業所

1‐6 松菱製紙㈱

1‐7 特種東海エコロジー㈱
本社・工場

1‐9 荒川化学工業㈱富士工場

伝
　
法  

・  

吉
　
原

1‐1 高野製紙工業㈱

〃 田子浦パルプ㈱

〃 富士メッキ㈱

〃 イデシギョー㈱八代工場

1‐5 イデサンコー㈱

〃 イデシギョ－㈱

1‐7 勇和産業㈱

〃 エリエールペーパー㈱
富士工場伝法事業所

〃 大進加工紙㈱

〃 紺屋製紙㈱

〃 ㈱三協日の出工場

地区 路線 工　場　名

蓼 

原
1‐分 ㈲後藤商会

〃 静岡ガス＆パワー㈱

今
　
　
　
　
　
　
泉

2‐1 ダイオーペーパー
プロダクツ㈱

〃 KJ特殊紙㈱

〃 美藤製紙㈱

〃 大二製紙㈱

〃 丸富製紙㈱原田工場

2‐2 丸富製紙㈱今泉工場

〃 丸茂製紙㈱

2‐3 エリエールペーパー㈱
原田工場

〃 丸王製紙㈱吉原工場

2‐4 ニットク㈱

〃 イデワコー㈱

2‐5 新橋製紙㈱

〃 新橋製紙㈱第二工場

〃 大日製紙㈱

〃 大日製紙㈱第2工場

〃 美藤製紙㈱第二工場

幹線 日本製紙パピリア㈱
原田工場依田橋

地区 路線 工　場　名

原
　
　
　
　
田

3‐1 イズミコーポレーション㈱

〃 日本製紙パピリア㈱
原田工場

〃 日本ワコン㈱
富士工場

3‐2 望月紙業㈱

〃 五條製紙㈱

3‐3 小野製紙㈱

〃 春日製紙工業㈱

比
　
　
　
　
奈

3‐4 林製紙㈱

〃 興亜工業㈱

〃 朝日化学工業㈱
富士工場

〃 日本製紙㈱
富士工場吉永

〃 ジヤトコ㈱

3‐5 丸富衛材㈱

比
奈
・
鈴
川

4 鈴川エネルギーセンター㈱

〃 日本製紙㈱
富士工場吉永

〃 日本製紙クレシア㈱
興陽工場

地区 路線 工　場　名

平  

垣  

・  

蓼  

原

5‐1 王子マテリア㈱
富士工場第一工場

〃 大興製紙㈱

〃 日本製紙㈱富士工場富士

〃 王子エフテックス㈱
東海工場富士製造所

5‐2 日医工㈱静岡工場

5‐3 王子マテリア㈱
富士工場第一工場

※ 休止工場は記載していません。

令和２年７月27日（月）午前５時から７月31日（金）午後５時まで

凡　　例

1-○ 岳南1号第○排水路

1-分 岳南1号分排水路

2-○ 岳南2号第○排水路

3-○ 岳南3号第○排水路

4 岳南4号排水路

5-○ 岳南5号第○排水路

幹線 岳南幹線排水路

令和２年度　工場排水流入禁止日程
期間　自 令和２年７月27日㈪　午前５時至 令和２年７月31日㈮　午後５時 （108時間）

　工場排水流入禁止期間中は、管内で多数の作業員が昼
夜作業を行っています。
　管内は狭小であり、排水や雨水が流入した場合に避難
場所がないことから、事故に繋がる可能性があります。
　使用者の皆様におかれましては、期間中に工場排水や
雨水などが排水路に流れ込まないよう、関係部署に周知
し、対策を講じていただきたく、お願い申し上げます。

－　使用者の皆様にお願い　－

使　用　者　の　動　き
代
表
者

工　場　名 新しい代表者
静岡ガス＆パワー㈱ 松本　尚武　氏

使　

用　

者

変　更　前 変　更　後
岳南第一製紙協同組合
古谷　明寛　氏

富士スパイラル工業㈱
望月　政光　氏

ダイオーペーパープロダクツ㈱
富士事業所
唐鎌　宏光　氏

ダイオーペーパープロダクツ㈱
吉野　明宏　氏

令和元年12月1日から令和2年2月29日までの使用者の変更です。

日　時

路線名 5時 17時 5時 17時 5時 17時 5時 17時 5時 17時

岳南5号排水路
（第1・第2・第3）

岳南幹線排水路

流入禁止
時　　間

岳南1号分排水路

岳南2号排水路
（第1・第2・第3・第4・第5）

岳南3号Ａ排水路
（第1・第2・第3）

岳南3号Ｂ排水路
（第4・第5）

岳南4号排水路

岳南1号排水路
（第1・第2・第3・第4・第5・
第6・第7・第9）

７月27日（月）

108

108

108

108

108

108

108

108

７月28日（火） ７月29日（水） ７月30日（木） ７月31日（金）
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